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協議第６号 

 

   合併の期日について 

 

 合併の期日について、次のとおり協議を求める。 

 

平成１７年５月２６日提出 

 

相模原市・藤野町合併協議会会長 小川 勇夫  

 

 

合併の期日は、平成１８年３月３１日までに県知事に合併の申請を行い、平成１９年３月

３１日までの間のいずれかの日とする。 
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参 考 

 

合併の期日に関する基本的な考え方 

 

 

１ 期日決定にあたっては、住民への周知に要する期間、住民生活への影響、合併時の事

務処理・引継ぎの利便性、電算システム統合に要する期間等を総合的に判断する必要が

ある。 

 

２ 合併するためには、各市町の議会における合併関連議案の議決後に、県知事への合併

申請、県議会での議決、県知事の決定、総務大臣への届出、総務大臣の告示など、様々

な手続が定められており、相当の期間を要することとなることから、この点を十分に考

慮して合併の期日を定める必要がある。 

 

３ 円滑に合併を進めるために、「市町村の合併の特例等に関する法律」（平成１６年法律

第５９号）の各種特例制度を受けることが適当である。 

 

 

市町村の合併の特例等に関する法律の主な特例制度 

 

＊適用対象 平成１７年４月１日から平成２２年３月３１日までに合併した市町村 

区  分 内       容 

議会議員の

定数・在任

に関する特

例 

合併の方式により相違がある。 

 編入合併 新設合併 

 

原 

則 

編入する市町村の議会の議員は

在任し、編入される市町村の議会

の議員は失職する。 

消滅する合併関係市町村の議会

の議員は失職する。 

合併市町村において設置選挙を

行う。 

 

 

 

 

 

特 

 

 

例 

次のいずれかによることができ

る。 

① 増員選挙及びこれに続く最

初の一般選挙において編入合

併の特例定数とする。（増加分

は編入された区域に配分） 

② 編入される市町村の議会の

議員で合併市町村の議会の議

員の被選挙権を有することと

なる者は編入する市町村の議

会の議員の残任期間だけ在任

する。この場合、更に最初の一

般選挙において編入合併の特

例定数を採ることができる。 

次のいずれかによることができ

る。 

① 設置選挙において、新設合併

の特例定数（法定数の２倍ま

で）とする。 

② 合併関係市町村の議会の議

員で合併市町村の議会の議員

の被選挙権を有することとな

る者は最長２年間在任する。 
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区  分 内       容 

地方税の特

例 

合併年度及びこれに続く５年度に限り、課税免除及び不均一課税を行うこと

ができる。 

地方交付税

の額の算定

にあたって

の特例（合

併算定替） 

平成１７、１８年度に合併した場合は、合併した年度及びこれに続く９年度、

平成１９、２０年度に合併した場合は、合併した年度及びこれに続く７年度、

平成２１年度に合併した場合は、合併した年度及びこれに続く５年度は、そ

れぞれ合併前の市町村が存続するとして算定した合算額を下回らないように

算定される。また、それぞれその後５年度は、激変緩和措置がある。 

合併特例区 合併後の一定期間（５年以下）、旧市町村（複数の旧市町村単位でも設置可）

の地域住民の意見を反映しつつ、一定の事務を処理することができる合併特

例区（法人格あり）を設けることができる。 

地域自治区

の合併によ

る特例 

合併に際して、住民意見の反映と行政と住民の連携の強化を目的として、旧

市町村単位（複数の旧市町村単位でも設置可）で法人格を有さない地域自治

区を設けることができる。 



市町村合併の手続の概要 

相模原市・藤野町 神奈川県知事 総務大臣 

   

法定合併協議会の設置 届出の受理

合併市町村基本計画に

係る協議

 
 
 
 
 
合併に係る協議 

 
合併市町村基本計画の作成

協議

回答

報告の受理

報告の受理

申請受理合併の申請 

県議会の議決

合併（廃置分

合）の決定 
届 出 

告 示 合併（廃置分合）効力の発生 

合併関連議案の提出 

議会の議決（各市町） 

合併協議終了（合併協定書の締結） 
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協議第７号 

 

   新市の名称について 

 

 新市の名称について、次のとおり協議を求める。 

 

平成１７年５月２６日提出 

 

相模原市・藤野町合併協議会会長 小川 勇夫  

 

 

 新市の名称は、相模原市とする。 
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参 考 

 

編入合併の場合は、編入する市町村の法人格が継続することから、編入する市町村の名称

とすることが通常であるが、編入する市町村の名称を変更することにより新たに制定するこ

ともできる。 

なお、編入合併に伴って市町村の名称を変更する場合は、地方自治法の規定により、あら

かじめ都道府県知事に協議し、条例で定める必要がある。 
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協議第８号 

 

   新市の事務所の位置について 

 

 新市の事務所の位置について、次のとおり協議を求める。 

 

平成１７年５月２６日提出 

 

相模原市・藤野町合併協議会会長 小川 勇夫  

 

 

 新市の事務所の位置は、相模原市中央２丁目１１番１５号（現在の相模原市役所の位置）

とする。 
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参 考 

 

編入合併の場合には、通常は編入する合併市町村の事務所の位置となる。 

なお、事務所の位置を変更する場合には、地方自治法の規定により住民の利用に最も便利

であるように、交通の事情、他の官公署との関係等について考慮を払うことが必要である。 
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協議第９号 
 
   合併市町村基本計画の作成方針について 
 
 合併市町村基本計画の作成方針について、次のとおり協議を求める。 
 

平成１７年５月２６日提出 
 

相模原市・藤野町合併協議会会長 小川 勇夫  
 

合併市町村基本計画の作成方針について 
 
１ 合併市町村基本計画の趣旨等 
  合併市町村基本計画の趣旨、構成及び期間は次のとおりとする。 

（１）計画の趣旨 
相模原市と藤野町が合併した場合の新市のまちづくりを総合的かつ効果的に推進する

ための基本方針を定め、これに基づいた事業を推進することにより、新市の円滑な運営

の確保及び均衡ある発展に寄与するとともに、市民福祉の一層の向上を図るため作成す

る。 

（２）計画の構成 
新市の円滑な運営の確保及び均衡ある発展を図るための基本方針、基本方針に基づく

具体的な施策、財政計画などを中心として構成する。 

（３）計画の期間 
計画の期間は、合併年度の翌年度から平成２７年度までとする。 

 
２ 作成にあたっての基本的な視点 
  合併市町村基本計画の作成にあたっては、次の視点により取り組むものとする。 

（１）地域全体の将来像の考慮 
津久井郡４町は、広域行政組合を組織してごみ処理や消防業務を共同で行うなど、地

理的、歴史的に一体感が強く、相模原市と津久井郡４町も図書施設の相互利用や広報紙

の相互掲載などの広域的な連携を行っている。また、相模原市と藤野町の間には城山町、

津久井町及び相模湖町が位置しており、相模原市とこの３町は別に法定合併協議会を設

置して合併に関する協議を進めている。 
こうした経緯を踏まえ、相模原市と藤野町が合併した場合の合併市町村基本計画を協

議するにあたっては、城山町、津久井町及び相模湖町を含めた１市４町を一体の地域と

して捉え、地域全体の将来像や、まちづくりのあり方を考慮した上で検討する。 
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（２）各市町の地域資源の活用とまちづくりの継承 
各市町の持つ地域資源を活用し、それぞれが取り組んできたまちづくりを基本的に継

承するという考え方に立ち、各市町の総合計画を反映し作成する。 

（３）相模原・津久井地域合併市町村基本計画との整合と連携 
相模原市と津久井郡４町を一体の地域として捉えた上でまちづくりのあり方を考える

必要があることから、相模原・津久井地域合併協議会で同時期に作成されることとなる、

相模原市、城山町、津久井町及び相模湖町が合併した場合の合併市町村基本計画と整合

を図り、連携して作成する。 

（４）相模原市・津久井町・相模湖町新市まちづくり計画との整合 
   相模原市、津久井町及び相模湖町の１市２町は、すでに「新市まちづくり計画（新市

建設計画）」を作成し、平成１８年３月２０日に合併することとして県知事への合併申請

も済んでいることから、この新市まちづくり計画との整合を図る。 

（５）「まちづくりの将来ビジョン」の反映 
   相模原市、城山町、津久井町及び相模湖町の１市３町は、平成１６年４月に任意の合

併協議会を設置し、合併した場合のまちづくりの方向性等を「相模原･津久井地域 まち

づくりの将来ビジョン」としてまとめたが、藤野町においてもこのビジョンを基本とし

て、１市４町が合併した場合の藤野町地域のまちづくりを「ふじの まちづくり将来ビ

ジョン」としてまとめている。 
合併市町村基本計画は、この２つのビジョンを参考とし作成する。 

（６）住民意見の反映 
   計画作成にあたっては、住民の意見を反映させるため、案の段階から広く住民の意見

を聴取し、これを考慮した上で決定する。
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参 考

 
合併市町村基本計画に関する法令 

 

○市町村の合併の特例等に関する法律（平成１６年法律第５９号） 

(合併市町村基本計画の作成及び変更) 
第６条 合併市町村基本計画は、おおむね次に掲げる事項について、政令で定めるところに

より、作成するものとする。 
（１）合併市町村の円滑な運営の確保及び均衡ある発展を図るための基本方針 
（２）合併市町村又は合併市町村を包括する都道府県が実施する合併市町村の円滑な運営の

確保及び均衡ある発展に特に資する事業に関する事項 
（３）公共的施設の統合整備に関する事項 
（４）合併市町村の財政計画 
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合併市町村基本計画の作成における地域全体のまちづくりの検討について 
 
相模原・津久井地域合併協議会及び相模原市・藤野町合併協議会でそれぞれ協議される合

併市町村基本計画は、相模原市及び津久井郡４町を一体の地域として捉えて検討する必要が

あり、また相互の整合を図る必要がある。このことから、各計画の作成に先立ち、地域全体

の将来像やまちづくりの考え方などについて整理し、１市４町が合併した場合の将来像等を

示すとともに、共通の考え方としてそれぞれの計画に反映させることにより、相互の整合を

図るものとする。 
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新市まちづくり計画 
(相模原市･津久井町･相模湖町新市建設計画) 

各市町 総合計画
まちづくりの将来ビジョン

ふじのまちづくりビジョン

 
 
 
 
 
 
 
 

相模原市及び津久井郡４町のまちづくり 
地域の将来像 
まちづくりの考え方 
将来都市構造 
基本目標 
合併シンボルプロジェクト 
将来人口 など 

相模原･津久井地域基本計画 
 

序論 
新市の概況 
将来人口の見通し 
まちづくりの基本方針 

新市の将来像 
まちづくりの考え方 

基本目標と施策体系 
基本目標 
合併シンボルプロジェクト 
施策体系 

公共施設統合整備の基本的な考え方

新市における県事業の推進 
財政計画 

相模原市･藤野町基本計画 
 

序論 
新市の概況 
将来人口の見通し 
まちづくりの基本方針 

新市の将来像 
まちづくりの考え方 

基本目標と施策体系 
基本目標 
合併シンボルプロジェクト 
施策体系 

公共施設統合整備の基本的な考え方

新市における県事業の推進 
財政計画 

※ 主に網掛け部分に反映させる



その他 
 

（１）今後の協議会開催日程（案）について 
 

 
第３回相模原・津久井地域合併協議会・第３回相模原市・藤野町合併協議会（合同協議会）

 
◇ 日 時：平成１７年８月８日（月）午後２時から 
◇ 場 所：けやき会館 ５階 大樹の間 
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